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  離職、自営業の廃業（以下「離職等」といいます。）又は、個人の責に帰すべき理

由・都合によらない就業機会等の減少（以下「やむを得ない休業等」といいます。）に

より経済的に困窮し、住宅を喪失した方または喪失するおそれのある方で、常用就職

（期間の定めのない労働契約または期間の定めが６月以上の労働契約による就職）に向

けた意欲があり、求職活動等を誠実に実施する方に対し、家賃相当分の住居確保給付金

を支給することにより、住宅および就労機会の確保に向けた支援を行います。 

 

      ◎支 給 額：下記の金額を上限として、家賃の実費分について支給します。 
         （共益費・管理費等は含まれません。申請者の自己負担となります。） 
 

        ※大阪市の場合、下記の金額が支給額の上限です。 

世帯人数 支給上限額 

単身世帯（１人） 40,000 円  

複数世帯（２人） 48,000 円  

  〃 （３～５人） 52,000 円  

  〃 （６人） 56,000 円  

  〃 （７人以上） 62,000 円  
  

    申請日の属する月における世帯の収入額が基準額（２ページ⑤）を超える場合、

計算式により算出される金額が支給額となります。 
 

       支給額 ＝家賃額(※) －（月の世帯収入額－ 基準額） 

（※）賃貸借契約書に記載された実際の家賃額（共益費・管理費等は含まれません。） 
 
★ 次のことにご注意ください。 

            住宅を喪失している方（これから賃貸住宅をお探しになる方） 

              ・上記金額の範囲内の家賃の住宅を探していただく必要があります 

     住宅を喪失するおそれのある方（賃貸住宅にお住まいの方） 

・現在ご契約の家賃金額が、上記金額を超えている場合、超えた金額 

については、申請者の自己負担となります。 
 

    ◎支給期間：原則３か月 
 

★ ただし、求職活動等（10 ページ参照）を誠実に実施している方に 

ついては、３か月ごとに最長 12 か月まで延長することがあります。 

⇒ 以前に支給を受けたことがあっても、再支給の申請ができる場合があ

ります。（12 ページ「12．住居確保給付金の再支給について」） 
 

    ◎支給方法：貸主等の口座へ直接振込みます。 
★クレジットカードにより賃料を支払うこととなっている場合は、ご相談ください。 

 

◎支 給 日：支給対象月分を、前月の末日（12 月は28 日）に支給します。 
（支給日当日が、土・日・祝日の場合は前日） 

 
       【基本例】5 月分住居確保給付金           4 月 30 日支給 

（5 月分家賃相当分）      
 

★ ただし、初回支給分は事務の手続きの関係上、遅れて支給される場合があります。 

★ 公営住宅の場合は、支給対象月分を当月の最終開庁日の前開庁日に支給します。 
 

１．住居確保給付金とは 
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 申請時には、以下の①～⑧のすべてに該当する方が対象となります。 

 

① 離職等又は、やむを得ない休業等により経済的に困窮し、住宅を喪失している又は

喪失するおそれがあること（申請者及び申請者と同一の世帯に属する方のいずれもが、申請者が居住可

能な住宅を所有していないこと。） 
   

② 申請日において、離職等の日から２年以内の方、又は、就業している個人の給与そ

の他の業務上の収入を得る機会が当該個人の責めに帰すべき理由、都合によらないで

減少し、当該個人の就労の状況が離職又は廃業の場合と同等程度の状況にあること 
 

③ 離職等又は、やむを得ない休業等の日において、その属する世帯の生計を主として維

持していたこと（離職前には主たる生計維持者ではなかったが、その後離婚等により申請時においては主た

る生計維持者となっている場合も対象となります。） 
 

④誠実かつ熱心に求職活動等を行うこと。なお、離職等の方はハローワークへの求職申

込みをし、常用就職（※）を目指すこと（１０ページの「５.住居確保給付金受給中における求職活動

等」参照） 
※「住居確保給付金」における「常用就職」とは、期間の定めのない労働契約または期間の定めが６月 

以上の労働契約による就職をいいます。 

※受給期間が９か月を超える場合は、すべての受給者の方にハローワークへの求職申込みと常用就職を目指す就

職活動等を行うことが要件となります。 
 

⑤ 申請日の属する月における申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の収入（※） 

 の合計が、下記の金額の範囲内であること 

 

区 分 基準額 収入基準額 

単身世帯 84,000 円 

左記基準額 ＋ 家賃額 
（家賃額は本市生活保護の住宅扶

助基準額を上限とします） 

 

（世帯の収入が基準額を超え収入

基準額以下の場合、計算式に基づ

き支給額を算定します。（1 ペー

ジ◎支給額）） 

2 人世帯 130,000 円 

3 人世帯 172,000 円 

4 人世帯 214,000 円 

5 人世帯 255,000 円 

6 人世帯 297,000 円 

7 人世帯 334,000 円 

8 人世帯 370,000 円 

9 人世帯 407,000 円 
※給与収入の場合、社会保険料等天引き前の事業主が支給する総支給額（交通費支給額は除く）。 

 

大阪市における生活保護住宅扶助基準額 
世帯人数 １人 ２人 ３人～５人 ６人 ７人以上 

扶助基準額 40,000 円 48,000 円 52,000 円 56,000 円 62,000 円 

 

 

 

 

 

 

 

２．住居確保給付金を受けるための要件および支給額 
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⑥ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の金融資産の合計が次の金額以下であること 

世帯人数 金融資産の上限額 

単身世帯 504,000円（252,000円） 

2 人世帯 780,000円（390,000円） 

3 人以上世帯 1,000,000円（500,000円） 
※（ ）内は受給期間が９か月を超える場合の上限額 

 

⑦ 「国の雇用施策による給付等」及び「地方自治体等が実施する類似の給付等」を 

申請者及び申請者と同一の世帯に属する方が受けていないこと 

※上記の給付等を同時に利用することはできませんが、給付等の終了後に利用することは 

可能です。 

※各区社会福祉協議会で受け付けている「生活福祉資金」「臨時特例つなぎ資金」は含みません。 

※新型コロナウイルス感染症拡大に関する給付金・融資は含みません。 

 
【例】 

雇用施策による給付等とは…  

・職業訓練受講給付金 など 

地方自治体等が実施する類似の給付等とは… 

   ・生活保護、中国残留邦人等支援給付、新婚世帯向け家賃補助 など 

 

⑧ 申請者及び申請者と同一の世帯に属する方のいずれもが暴力団員による不当な行為 

の防止等に関する法律（平成 3年法律第 77 号）第 2条第 6 号に規定する暴力団員で 

ないこと 

 

・暴力団員でないこと、また、暴力団員にならないことの誓約を求めるとともに、暴力団員該 

 当性の確認のため官公署に調査を嘱託することの同意を求めます。 

・申請者等又は受給者等が暴力団員であることが疑われる場合は警察署へ情報提供を依頼します。 

・入居住宅の不動産媒介業者等が暴力団員等と関係を有すると疑われる場合は、警察署へ情報 

 提供を依頼します。 

 

 

 

 

 

 ※外国人の方については、いわゆる国籍条項は存在せず、日本国籍の方と同様、収入要件や求職活動要件等

の各種要件を満たす場合は支給対象者となります。 

 ※学生は、一般的には支給要件である「離職前に、主たる生計維持者であったこと」や「常用就職の意欲が

ある者」に該当しないため、基本的に支給対象者とはなりません。ただし、世帯生計の維持者であり、定

時制等夜間の大学に通いながら、常用就職を目指す場合などは、支給対象者になる場合もあります。 

 ※離職等により社会保険の資格を喪失された方は、国民健康保険の加入の届出をしてください。 

具体的対応 
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 まず、住居確保給付金対象者の要件（2・３ページ参照）に適合しているか審査する必
要がありますので、次の書類を、住宅（又は入居予定の住宅）のある区の自立相談支援機
関（1４ページ参照）に提出してください。 

※各提出書類の写しについては、確認のため自立相談支援機関に原本をご提示ください。 

※一度提出いただいた申請書類は、理由の如何に関わらず返却できません。 

※申請者の状況等により、次の書類以外の書類を提出いただく場合があります。 

住居確保給付金支給申請書（様式 1－１） ★各区の自立相談支援機関にあります。 

  

住居確保給付金申請時確認書（様式 1－１Ａ） ★各区の自立相談支援機関にあります。 

 

本人確認ができる書類 ★次のいずれか（顔写真が無い書類の場合は２点）の写しが必要です。 

・運転免許証（住所変更している場合は両面）、住民基本台帳カード、旅券、個人番号（マイ

ナンバー）カード（表面のみ）、健康保険証（被保険者等記号・番号除く）、住民票、在留カー
ド、特別永住者証明書、各種福祉手帳（身体障がい者手帳、療育手帳、精神障がい者福祉

手帳等）、年金手帳、戸籍謄本等 
 

離職等又は、やむを得ない休業等となったことが確認できる書類 

・２年以内に離職又は廃業したことが確認できる書類（離職票や廃業届等）の写し 
・雇用労働者の場合は、勤務日数や勤務時間の縮減が確認できる雇用主から提示さ
れたシフト表等 
個人事業主の場合は、店舗の営業日や営業時間の減少が確認できる書類等 
請負契約により収入を得ている場合は、注文主からの発注の取り消しや現象が確
認できる書類等 

 

申請日の属する月の収入が確認できる書類 

・申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の収入が確認できる書類（給与明細・自

営業等の場合は事業収支がわかるもの・公的給付の振込通知・金融機関の通帳等）の写し【収入

の変動がある場合は、直近３か月分がわかるもの】 
※雇用保険の失業給付、児童手当、児童扶養手当、年金等の公的給付も収入に含みます。 

 

金融資産が確認できる書類 

・申請者及び申請者と同一の世帯に属する方の金融資産（預貯金額等※）が確認で
きる書類（金融機関の通帳等）の写し等 

 

 

求職申込みが確認できる書類（離職等の方） 

    ・ハローワーク受付票の写し（公共職業安定所への求職申込） 

入居（予定）住宅関係書類 

   ◎住宅を喪失されている方   
・「入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－１）」※2 

   ◎住宅を喪失するおそれのある方 
・現在お住まいの住宅の「賃貸借契約書」の写し 
・「入居住宅に関する状況通知書（様式２－２）」※3 

 
 
 

３．住居確保給付金の申請に必要な書類は 

※2.･3 「入居予定住宅に関する状況通知書（様式 2－１、様式２－２）」は、申請書受理後に窓口でお渡ししますの

で、貸主又は不動産媒介業者等に必要事項を記入してもらってください。 

※預貯金及び現金をいいます。なお、債券、株式、投資信託、生命保険、個人年金保険等は含みません。負債がある場

合、金融資産と相殺はしません。 
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１．申 請 

◆必要書類（4 ページ参照）を『新たに住宅を確保しようとする』区の自立相談支援

機関へ提出してください。 
 
※「住居確保給付金支給申請書（様式1－１）」（以下「申請書等（様式1－１）」）および

「住居確保給付金申請時確認書（様式1－1A）」が提出され受理されますと、次の用

紙をお渡しします。 

・「申請書（様式1－１）」の写し 

・「入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－１）」 

・「求職申込み・雇用施策利用状況確認票（参考様式２）」⇒ ハローワーク提示用 

        （やむを得ない休業等にある方は除く） 

※上記のほか、「自立相談支援事業」及び「総合就職サポート事業」(この事業では

就労に向けた支援を行います)の利用申込みが別途必要となる場合があります。 
 

 

 ２．住宅を探す 

◆住宅を見つける必要がありますので、不動産媒介業者等に「申請書（様式 1－１）」の

写しを提示して、当該業者等を介して住宅を探してください。 

 

  

住居確保給付金の上限額以内（１ページ参照）の家賃（共益費・管理費等は含まれません。） 

の住宅に限りますのでご注意ください。 

 

◆住宅が見つかれば、貸主又は不動産媒介業者等に「入居予定住宅に関する状況通知

書（様式２－１）」を記入してもらってください。 

４．住居確保給付金の申請から決定までの流れ 

(1)住宅を喪失している方の場合 

⇒ 不動産媒介業者等提示用 

入居後 
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審査の結果、対象者の要件に適合している場合 

注意！ 
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 ３．関係書類の追加提出 

◆前記２で記入してもらった次の書類を、区の自立相談支援機関に提出してくださ

い。 

・「入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－１）」 

※ハローワークにて「求職申込み・雇用施策利用状況確認票（参考様式２）」により、求職

申込み・雇用保険の利用状況・雇用施策の利用状況の確認させていただく場合があ

ります。（やむを得ない休業等にある方は除く） 

 

 ４．住居確保給付金の審査 

◆住居確保給付金の申請に必要な書類（4 ページ参照）がすべて提出された段階

（※）で住居確保給付金対象者の要件に適合しているかの審査を行います。 

※住居確保給付金支給申請書（様式 1－１）の提出から３０日以内に申請に必要な書類をすべて提出

してください。期限内に必要書類をすべて提出いただけない場合、申請は無効とします。なお、ご

提出いただいた申請書類は返却できませんので、再度申請される場合は、申請に必要な書類（４ペ

ージ参照）はあらためて提出していただく必要があります。 
 
 
申請内容が適正である場合 

「住居確保給付金支給対象者証明書」を交付するとともに「住宅確保報告書 

(様式 5)」（※）の用紙をお渡しします。 

※「住宅確保報告書（様式5）」 

不動産媒介業者等で住宅を探し、住宅を確保した場合に必要となる書類です。 
 
 

支給が認められない場合 

「住居確保給付金不支給決定通知書」を交付します。 

この場合、住宅を確保した貸主又は不動産媒介業者等に「住居確保給付金不支給決定通知

書」を提示し、賃貸借契約を締結できない旨を申し出てください。（区の自立相談支援機関

からも当該業者等に連絡させていただきます。） 

 

５．賃貸借契約の締結 

◆「入居予定住宅に関する状況通知書（様式２－１）」を記入してもらった不動産媒介業

者等に対して、「住居確保給付金支給対象者証明書」を提示し、賃貸借契約を締結

してください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※敷金・礼金等の初期費用の捻出が困難な方や住居確保給付金受給期間中の生活費に

お困りの方で、各区社会福祉協議会で受け付けている「生活福祉資金（総合支援資

金貸付）」や「臨時特例つなぎ資金貸付」の利用をご希望される場合は、各区社会

福祉協議会 (＊)までお問い合わせください。 
  ＊所在地・電話番号は別紙参照のうえお問い合わせください。 

※審査の結果、貸付が不承認となった場合は、住宅の初期費用がまかなえないため、

原則として住居確保給付金の申請は取り下げていただくこととなります。 
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６．住宅確保書類の提出（入居後） 

◆住宅に入居されてから７日以内に、次の書類を区の自立相談支援機関に提出してく

ださい。（先に居住地の変更をお済ませください。） 

・「住宅確保報告書（様式 5）」 

・「賃貸借契約書」の写し 

・新住所における住民票の写し 

 

※提出しなければ、住居確保給付金は支給されませんので必ず提出してください。 

 

 

 ７．支給決定 

◆上記の必要書類が提出されれば、次の書類をお渡しします。 

・「住居確保給付金支給決定通知書」 ⇒  ご本人が保管しておいてください。 

・「住居確保給付金支給決定通知書」の写し  ⇒  不動産媒介業者等に提出してください。 

 ・「職業相談確認票（参考様式６）」           

・「住居確保給付金常用就職活動状況報告書（参考様式７）」 

・「常用就職届（様式6）」   ⇒  常用就職した際に提出してください。 

 

 

  ８．支給開始 

◆入居に際して「初期費用として支払いを要する月分の賃料」の翌月以降の月分から

支給します。 

【例】 

 1 月 15 日に入居する方が、初期費用として 1 月分家賃（日割り）と２月分家賃を前払いし 

た場合、3 月分以降分の家賃から支給します。 

 （支給日等は 1 ページを参照してください。） 

      

 

 

 

 

⇒  
住居確保給付金受給中の 

求職活動時に必要です。 
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 ※ 住宅を喪失するおそれのある方とは、現在賃貸住宅にお住まいの方で、今後家賃の支払いが困難と認

められる方です。 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

 １．申 請 

◆必要書類（4 ページ参照）をお住まいの区の自立相談支援機関へ提出してくださ

い。 

 

※「住居確保給付金支給申請書（様式1－１）」（以下「申請書等（様式1－１）」）および

「住居確保給付金申請時確認書（様式1－1A）」が提出され受理されますと、次の用

紙をお渡しします。 

・「申請書（様式1－１）」の写し 

・「入居住宅に関する状況通知書（様式２－２）」   

・「求職申込み・雇用施策利用状況確認票（参考様式２）」⇒ ハローワーク提示用 

        （やむを得ない休業等にある方は除く） 

※上記のほか、「自立相談支援事業」及び「総合就職サポート事業」（この事業で

は就労に向けた支援を行います）の利用申込みが別途必要となる場合がありま

す。 

 

  

 

 ２．貸主又は不動産媒介業者等との調整 

◆貸主又は不動産媒介業者等に「入居住宅に関する状況通知書（様式２－２）」を記入し

てもらってください。 

 

(2)住宅を喪失するおそれのある方の場合 

1 

申 

 

請 

２ 

貸

主

等

と 

の

調

整 

３ 

関

係

書

類 

追

加

提

出 

４ 

住

居

確

保

給

付

金

の 

審

査 

５ 

支

給

決

定 

６ 

支

給

開

始 

審査の結果、対象者の要件 

に適合している場合 

⇒ 不動産媒介業者等提示用 

※ 郵送での申請の場合は、②→③→①（以下同じ）となります 
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３．関係書類の追加提出 

◆前記 2 で記入してもらった書類を区の自立相談支援機関に提出してください。 

・「入居住宅に関する状況通知書（様式２－２）」 

※ハローワークにて「求職申込み・雇用施策利用状況確認票（参考様式２）」により、求職

申込み・雇用保険の利用状況・雇用施策の利用状況の確認させていただく場合があり

ます。（やむを得ない休業等にある方は除く） 

 

 ４．住居確保給付金の審査 

◆住居確保給付金の申請に必要な書類（4 ページ参照）がすべて提出された段階で住

居確保給付金対象者の要件に適合しているかの審査を行います。 

※住居確保給付金支給申請書（様式 1－１）の提出から３０日以内に提出してください。期限内に必

要書類をすべて提出いただけない場合、申請は無効とします。なお、ご提出いただいた申請書類は

返却できませんので、再度申請される場合は、申請に必要な書類（４ページ参照）はあらためて提

出していただく必要があります。 

 
申請内容が適正である場合 

下記、５．支給決定により「住居確保給付金支給決定通知書」を交付します。 

 
支給が認められない場合 

「住居確保給付金不支給決定通知書」を交付します。 

この場合、貸主又は不動産媒介業者等に「住居確保給付金不支給決定通知書」を提示し、

住居確保給付金を受給できない旨を申し出てください。（区の自立相談支援機関からも貸主

又は不動産媒介業者等に連絡させていただきます。） 

 

５．支給決定 

◆支給が認められた方には、次の書類をお渡しします。 

・「住居確保給付金支給決定通知書」  ⇒ ご本人が保管しておいてください。 

・「住居確保給付金支給決定通知書」の写し ⇒  不動産媒介業者等に提出してください。 

・「職業相談確認票（参考様式６）」 

・「住居確保給付金常用就職活動状況報告書(参考様式７）」 

・「常用就職届（様式6）」 ⇒ 常用就職した際に提出してください。 
 

６．支給開始 

◆基本的に申請日の属する月の翌月以降の月分の賃料から支給します。 

【例】 

４月 15 日に申請が受理された場合、５月分の家賃から支給します。 

     （支給日等は 1 ページを参照してください。） 

 

 

 

 

住居確保給付金受給中における 

求職活動時に必要です。 ⇒ 

※住居確保給付金受給期間中の生活費にお困りの方で、各区社会福祉協議会で受け付けている 

「生活福祉資金（総合支援資金貸付）」の利用をご希望される場合は、各区社会福祉協議会（＊）

までお問い合わせください。 
  ＊所在地・電話番号は別紙参照のうえお問い合わせください。 
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   住居確保給付金の支給が決定されますと、「ハローワークの利用、区自立相談支援

機関等の支援員の助言」等により、常用就職に向けた求職活動等を行っていただく必

要があります。 

具体的には、次のとおりです。受給者の義務ですので、必ず行ってください。 

これを怠る場合は、住居確保給付金の支給を中止します。 

 
A 毎月４回以上、総合就職サポート事業者や自立相談支援機関の支援員による面接等の支援を

受けていただく必要があります。面接時には、「職業相談確認票（参考様式６）」を持参し、ハ

ローワークにおける職業相談状況を報告していただくとともに、その他の求職活動等の状況

を「住居確保給付金常用就職活動状況報告書（参考様式７）」により報告していただきます。 

B 毎月２回以上、ハローワークの職業相談を受けていただく必要があります。 

活動時には、支給決定時にお渡しした「職業相談確認票(参考様式６）」をハローワークに持参 

してください。 

 C 毎週１回以上、求人先へ応募を行うか、求人先の面接を受けていただく必要があります。 

「住居確保給付金常用就職活動状況報告書（参考様式７）」により報告していただきます。 
 

 ◆やむを得ない休業等により受給された方は、上記 A についてのみ行っていただきます。また、やむ
を得ない休業等により受給された方であっても、受給期間が９か月を超える延長申請時には全ての方
に上記Ａ～Ｃの求職活動要件が課されます。 

◆新型コロナウイルス感染拡大により、当面の間 A の面接等の回数を毎月１回以上としています。 
 

上記のほか、受給者の状況に応じて支援プランを策定しますので、自立相談支援機

関の支援員から指示があれば、公共職業安定所の「生活保護受給者等就労自立促進事

業」や、総合就職サポート事業の支援員の支援等を受けていただく必要があります。 
 

住居確保給付金の支給決定後、常用就職（期間の定めのない労働契約または期間の定めが

６月以上の労働契約による就職）をされた場合は、「常用就職届（様式6）」および雇用形態

を確認できる書類（採用証明書、雇用契約書等）を区の自立相談支援機関へ提出して

いただく必要があります。 

その際には、就労収入額が確認できる書類についても、「常用就職届（様式 6）」を提

出した月以降、毎月提出していただきます。 

なお、やむを得ない休業等により受給された方は、収入額を確認することができる書

類を、毎月、区の自立相談支援機関へ提出していただく必要があります。 

常用就職等により、住居確保給付金が支給中止となる収入要件を超える就労収入（収

入基準額は、２ページ⑤をご覧ください。）が得られた場合、その収入が得られた月

の翌月以降の家賃相当分から支給を中止します。 

 

 

 
 
 

５．住居確保給付金受給中における求職活動等 

６．支給決定後の常用就職及び就労収入の報告 
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次の場合、住居確保給付金の支給額を変更しますので申し出てください。 
 

◆住居確保給付金受給中に家賃が変更となった場合 

◆申請時に収入があり、住居確保給付金の支給額が一部支給（※）となっている方が、住

居確保給付金受給中に世帯収入額が基準額（２ページ⑤）下回った場合で、かつ、支給額

が上限額（住宅扶助基準額に基づく額）に達していない場合。 

    （※） 一部支給とは、収入があり月ごとの家賃額の一部が支給される方をいいます。 

◆借主の責によらず転居せざるを得ない場合または自立相談支援機関等の指導により、

本市内での転居が適当である場合 

 
次の場合、住居確保給付金の支給を停止しますので、区の自立相談支援機関に申し出

てください。 

 

◆住居確保給付金受給中に、雇用施策の「職業訓練受講給付金」を受給することとなっ

た場合 
 

 なお、「職業訓練受講給付金」の終了後、住居確保給付金の受給再開が可能です。

再開を希望される場合についても区の自立相談支援機関に申し出てください。 

 

次の場合、住居確保給付金の支給を中断しますので、区の自立相談支援機関に申し出

てください。 

 

◆疾病又は負傷により求職活動を行うことが困難となった場合 

医師の診断書等により求職活動が困難である旨、申し出てください。中断期間中

は、原則として毎月 1 回、体調及び生活状況について報告をいただきます。なお、心

身の回復後に求職活動を再開する場合は、住居確保給付金の支給再開が可能です。 

 
次の場合、住居確保給付金の支給を中止します。 

 

◆住居確保給付金受給中の義務（10 ページ「５.住居確保給付金受給中における求職活動等」参

照）を怠った場合 
◆生活保護受給者等就労自立促進事業の候補者に選定された、又は総合就職サポート事
業の支援を受けるよう指示されたにも関わらず、正当な理由なく事業への参加、支援
の継続を拒む場合 

 ◆ハローワークで行う「求職者支援制度」による職業訓練の受講申込可能者が申込を拒 
む場合 

10．住居確保給付金を中止する場合 

７．住居確保給付金支給額を変更する場合 

９．住居確保給付金の支給を中断・再開する場合 

８．住居確保給付金を停止する場合 
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◆受給中に常用就職した後、常用就職及び就労収入の報告を怠った場合 
◆本人の責によって住宅を退去した場合 

⇒ 退去した日の属する月の翌月の家賃相当分から支給を中止します。 

◆禁錮刑以上の刑に処された場合 
◆住居確保給付金受給者又は受給者と同一の世帯に属する方が暴力団員と判明した場合 
◆住居確保給付金受給者が生活保護費を受給した場合 
◆住居確保給付金受給者の死亡など、支給することができない事情が生じた場合 
◆３ページに記載する「雇用施策による給付等」又は「地方自治体等が実施する類似の
給付又は貸付等」を利用した場合 

※各区社会福祉協議会で受け付けている「生活福祉資金」「臨時特例つなぎ資金」は含みません。 

※雇用施策の「職業訓練受講給付金」を受給した場合は、停止となります。 

 

 
 住居確保給付金を受給中または受給後に、虚偽の申請等不適正受給に該当すること

が判明した場合には、すでに受給した住居確保給付金の全額又は一部について受給者

に返還を求めるとともに、以降の住居確保給付金も中止します。 

  
住居確保給付金受給期間中の求職活動等（10 ページ）にある求職活動等を、誠実に行

っている場合は 3 か月ごとに最長 12 か月まで延長することがあります。 

延長申請時には改めて、支給要件（2 ページの「2.住居確保給付金を受けるための要件は」）

審査を受けていただく必要があります。 

※ 延長申請を行う場合は、延長申請月の収入、金融資産が確認できる書類の再提出が必要です。 

※ ９か月を超える延長申請時には全ての申請者に 10 ページの「５．住居確保給付金受給中における求職活動
等」による常用就職に向けた求職活動等が必要です。 

 

住居確保給付金の支給終了後に、新たに解雇（本人の責に帰すべき重大な理由によ

る解雇を除く。）されたことにより、住居確保給付金の支給要件（2 ページの「2.住居確

保給付金を受けるための要件は」）に該当される方には、住居確保給付金を再支給すること

ができます。 

再支給の申請には、４ページ「３．住居確保給付金の申請に必要なもの」と合わせ

て、次の書類の提出が必要です。 

解雇されたことを確認できる書類 

・離職票等の写しなど、解雇理由の詳細が確認できる書類 

 

  ※令和 3 年 3月 31 日までの間は、新たに解雇（自己の責めに帰すべき理由によるものを除

く。）されたことによらず、やむを得ない休業等により経済的に困窮した場合、住居確保給

付金の支給要件（2 ページの「2.住居確保給付金を受けるための要件は」）に該当する場合

には、3 か月に限り住居確保給付金を再支給することができます。 

11．住居確保給付金を返還していただく場合 

12．住居確保給付金の支給期間を延長する場合 

13．住居確保給付金の再支給について 
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